






































                                                          
1 高齢者とは、65 歳以上の者をいう。 
2 法務総合研究所『平成 28 年版犯罪白書』 (2016 年)181-182 頁。 
3 刑事施設とは、我が国では、刑務所、少年刑務所及び拘置所の総称をいう。法務省「刑事施設(刑務所・少年刑務所・拘置
所)」(http://www.moj.go.jp/kyousei1/kyousei_kyouse03.html、2016 年 4 月 26 日閲覧)。 
4 法務総合研究所・前掲注 2、181-182、185、275 頁。 
5 野坂明宏「高齢犯罪者の動向と処遇」更生保護 66 巻 6 号(2015 年)11 頁。 
6 帰住先がない高齢者は、刑事施設に再入所する者が多いという。吉田研一郎「更生保護における高齢犯罪者の処遇の現状
と課題」法律のひろば 62 巻 1 号(2009 年)50-51 頁。太田達也「高齢者犯罪の実態と対策－処遇と予防の観点から」ジュリ
スト 1359 号(2008 年)125-126 頁。野坂明宏・前掲注 5、11 頁。 
7 大日向秀文「高齢者・障害者の再犯防止に向けた更生保護の取組と課題」法律のひろば 67 巻 12 号(2014 年) 37-38 頁。 
8 法務総合研究所『平成 24 年版犯罪白書』 (2012 年)256 頁。法務総合研究所『平成 25 年版犯罪白書』 (2013 年)68 頁。
法務総合研究所『平成 26 年版犯罪白書』 (2014 年)76 頁。法務総合研究所『平成 27 年版犯罪白書』 (2015 年)74 頁。法務
総合研究所・前掲注 2、67 頁。 
9 法務総合研究所「研究部報告 56 高齢者及び精神障害のある者の犯罪と処遇に関する研究」(http://www.moj.go.jp/content
/001220453.pdf、2017 年 5 月 18 日閲覧)。 
10 例外的に特別調整対象者を仮釈放で釈放していると考えられる。太田達也「刑事施設における受刑者処遇の課題と展望」
法律のひろば 65 巻 8 号(2012 年) 59 頁。岸規子「更生保護における社会復帰支援」法律のひろば 66 巻 1 号(2013 年)47 頁。
一般社団法人全国地域生活定着支援センター協議会『平成 26 年度「都道府県地域生活定着支援センターの支援に関わる矯
正施設再入所追跡調査」報告書』(2015 年)、42 頁。関根徹「地域生活定着支援事業について－富山県での地域生活定着支
援センターの設置にあたっての課題」高岡法学 30 号(2012 年)、169 頁。 




平成 8 年から 27 年における高齢者の刑法犯12の検挙人員は、8 年から 20 年まで増加傾向が著しかったが、
その後はおおむね横ばい傾向となり、27 年は 4 万 7,632 人であり13、8 年の検挙人員（1 万 2,423 人）の約 3.8
倍であった14。それに対し、高齢者以外の成人の年齢層の検挙人員15は、平成 8 年から 12 年まで微増減を繰り
返し、13 年から 16 年まで増加したが、17 年から減少傾向となり、27 年は 15 万 2,234 人で、8 年（14 万 8,937
人）の約 1.0 倍であった16。 
また、平成 27 年における高齢者の検挙人員人口比17は約 142.5 で、高齢者以外の成人の年齢層よりも相対的
に低いものの、8 年（65.5）の約 2.2 倍であった18。それに対し、平成 27 年における高齢者以外の成人の年齢
層の検挙人員人口比は、8 年と比べ高くなっているが、高齢者の検挙人員人口比の上昇と比べ、わずかである19。 




平成 8 年から 27 年における高齢者の入所受刑者人員20は、8 年以降の 20 年間、ほぼ一貫して増加傾向であ
り、27 年は 2,313 人で、8 年（517 人）の約 4.5 倍であった21。それに対し、高齢者以外の成人の入所受刑者
人員は、平成 8 年から 18 年まで増加傾向であったが、19 年から減少傾向となり、27 年は 1 万 9,190 人で、8
年の（2 万 1,881 人）の約 0.9 倍であった22。そのため、高齢者の入所受刑者人員の増加と同時に、高齢者率23
もおおむね一貫して上昇し、平成 8 年の高齢者率が 2.3％であったのに対し、27 年の高齢者率は約 10.7％とな
っている24。高齢者の入所受刑者人口比も、平成 8 年が約 2.7 であったが、27 年は約 6.8 であり25、8 年の約
2.5 倍上昇した。それに対し、平成 27 年における高齢者以外の成人の入所受刑者人員人口比は、平成 8 年と比
べ、わずかに低下している26。つぎに高齢者の再入者27についてみると、平成 27 年における高齢者の再入者率
                                                          
12 平成 28 年版犯罪白書の統計の取り方に従い、過去 20 年間の高齢者の検挙人員の動向についてみた。なお、刑法犯とは、
刑法（明治 40 年法律第 45 号）危険運転致死傷及び特別法とされている 10 の法律に規定された罪をいう。詳細については、
法務総合研究所・前掲注 2 のⅰ頁を参照されたい。 
13 法務総合研究所・前掲注 2、181 頁。 
14 法務省「平成 28 年版犯罪白書」(http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/63/nfm/n63_2_4_7_1_0.html、2017 年 5 月 1 日閲覧)。 
15 高齢者以外の成人の年齢層とは、20 歳から 64 歳までの者である。法務総合研究所・前掲注 2、181 頁。 
16 高齢者以外の成人の年齢層の検挙人員は、平成 8 年が 14 万 8,937 人、平成 27 年が 15 万 2,234 人であった。法務省・前
掲注 14(http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/63/nfm/n63_2_1_1_1_2.html、2017 年 5 月 15 日閲覧)。この調査結果を編集し、高齢
者以外の成人の年齢層の検挙人員を算出した。 
17 人口比とは、各年齢層 10 万人当たりの刑法犯検挙人員をいう。法務総合研究所・前掲注 2、182 頁。 
18 法務総合研究所・前掲注 2、182 頁。法務省・前掲注 14（http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/63/nfm/n63_2_4_7_1_0.html、2
017 年 5 月 15 日閲覧）。 
19 同上。なお、平成 8 年における高齢者以外の成人の年齢層の検挙人員の人口比は、20～29 歳が 287.6、30～39 歳が 169.
1、40～49 歳が 165.7、50～64 歳が 142.3 であった。それに対し、平成 27 年は、20～29 歳が 321.3、30～39 歳が 224.8、
40～49 歳が 199.6、50～64 歳が 171.1 であり、8 年と比べ、20～29 歳が 0.9 倍、30～39 歳が 1.3 倍、40～49 歳が 1.2 倍、
50～64 歳が 1.2 倍上昇した。 
20 平成 28 年版犯罪白書の統計の取り方に従い、過去 20 年間の高齢者の入所受刑者の動向についてみた。なお、入所受刑者
とは、裁判が確定し、その執行を受けるため、各年中に新たに入所するなどした受刑者をいい、矯正統計年報における「新
受刑者」に相当する。 
21 法務総合研究所・前掲注 2、185 頁。平成 8 年における高齢者の入所受刑者人員は 517 人であった。法務省・前掲注 14(h
ttp://hakusyo1.moj.go.jp/jp/63/nfm/n63_2_4_7_2_2.html、2017 年 5 月 15 日閲覧)。 
22 同上、50-51 頁。法務省・前掲注 14(http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/63/nfm/n63_2_2_4_1_3.html、2017 年 5 月 15 日閲覧)。
この調査結果を編集し、高齢者以外の成人の入所受刑者を算出した。 
23 高齢者率とは、入所受刑者に占める高齢者の比率をいう。 
24 法務総合研究所・前掲注 2、185 頁。法務省・前掲注 14(http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/63/nfm/n63_2_2_4_1_3.html、20
17 年 5 月 15 日閲覧)。 
25 人口比とは、高齢者の人口 10 万人当たりの入所受刑者人員である。なお、65 歳以上の高齢者人口は、平成 27 年が 3,39
2 万人、平成 8 年が 1,902 万人であった。法務総合研究所・前掲注 2、185 頁。法務省・前掲注 14 (http://hakusyo1.moj.g
o.jp/jp/63/nfm/n63_2_4_7_2_2.html、2017 年 4 月 28 日閲覧)。内閣府『高齢社会白書』 (2016 年)2 頁。内閣府「共生社会
政策統括官高齢社会対策平成８年度高齢化の状況及び高齢社会対策の実施の状況に関する年次報告」(http://www8.cao.go.j
p/kourei/whitepaper/w-1997/haku9711.htm#01、2016 年 12 月 16 日閲覧)。 
26 高齢者以外の成人の入所受刑者人口比とは、20～64 歳の人口 10 万人当たりの入所受刑者人員である。高齢者以外の成人
の高齢者以外の入所受刑者人員人口比は、平成 8 年が約 27.7 で、27 年は約 26.9 であった。なお、20～64 歳人口は、平成
8 年が 7,891 万 6,000 人、27 年が 7,122 万 7,000 人であった。法務省・前掲注 14 (http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/63/nfm/n6










 受刑者は、仮釈放又は満期釈放で釈放され、仮釈放の場合は保護観察に付され（更生保護法 40 条）、満期釈















実際に、平成 27 年における仮釈放となった者の帰住先についてみると、男性高齢者は、親族が約 42.9％（父
母約 1.2％、配偶者約 24.2％、兄弟・姉妹約 8.0％、その他の親族約 9.5％）、更生保護施設等が約 44.9％、雇
主が約 0.6％、知人が約 9.5％、社会福祉施設が約 1.5％、その他が 0.7％であった。女性高齢者については、
親族が約 71.1％（父母約 0.8％、配偶者約 25.2％、兄弟・姉妹約 6.0％、その他の親族が約 39.1％）、更生保護
施設等が約 20.3％、知人が約 8.3％、その他が 0.4％であった。それに対し、65 歳未満の男性は、親族が 57.2％
（父母 39.2％、配偶者 9.9％、兄弟姉妹 5.4％、その他親族 2.8％）、更生保護施設が 32.0％、雇主が約 1.4％、
                                                                                                                                                                                     
1/estat/List.do?lid=000001163203、2017 年 5 月 27 日閲覧)。e-Stat 政府統計の総合窓口「長期時系列データ（平成 12 年
～22 年）」(http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001039703&cycode=0、2017 年 5 月 27 日閲覧)。この調査
結果を編集し、平成 8 年、27 年における高齢者以外の成人の入所受刑者の人口比を算出した。 
27 再入者とは、受刑のため刑事施設に入所するのが 2 度以上の者をいう。 
28 再入者率とは、入所受刑者人員に占める再入者の人員の比率をいう。 
29 法務総合研究所・前掲注 2、185、215、217 頁。e-Stat 政府統計の総合窓口「矯正統計(2015 年)新受刑者の年齢別入所
度数及び累犯・非累犯」(http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001136828、2016 年 12 月 8 日閲覧)。この調査
結果を編集し、高齢者以外の成人の入所受刑者と、高齢者の入所受刑者の再入者率を算出した。 
30 現行法上の社会内処遇に関する制度は、保護観察、更生緊急保護、執行猶予、仮釈放である。川出敏裕・金光旭著『刑事
政策』(成文堂 、2013 年)224 頁。 
31 金光旭「第 28 条（仮釈放）」西田典之ほか編『注釈刑法』(有斐閣、2011 年)229 頁。同上、233-234 頁。  
32 金光旭・同上、229-230 頁。 




35 平成 20 年 5 月 9 日保観 325 号矯正局長＝保護局長依命通達「犯罪をした者及び非行のある少年に対する社会内における
処遇に関する事務の運用について」。 
36 実務家、研究者から、高齢者の低い仮釈放率の要因として、「釈放後の生活環境」に含まれている「帰住地」及び「引受
人」の確保が困難であることが指摘されている。太田達也「高齢者犯罪の動向と刑事政策的対応」罪と罰 43 巻 3 号(2006
年)20-21 頁。高村賀永子「高齢受刑者保護における福祉関係機関の援助をめぐって」犯罪と非行 150 号(2006 年)38-39 頁。
野坂明宏・前掲注 5、11 頁。法務総合研究所「研究部報告 37 高齢犯罪者の実態と意識に関する研究－高齢受刑者及び高齢




知人が約 5.9％、社会福祉施設が約 0.3％、その他が 3.2％であった。65 歳未満の女性については、親族が 66.0％
（父母 37.1％、配偶者 14.4％、兄弟姉妹 6.0％、その他親族 8.5％）、更生保護施設が 20.8％、雇主が約 0.1％、













 (2) 更生緊急保護の状況 
２(1)で述べた通り、高齢者は満期釈放となる者が多く、その高齢者には、社会内処遇として、申出により、
更生緊急保護（更生保護法 85 条 1 項）が実施される。更生緊急保護は、刑事手続等による身体の拘束を解か
れた者のなかで、当面の衣食住に窮する者に対し40、本人の申出に基づき、必要な限度で援助を行う制度であ
る41。更生緊急保護の対象者は、刑事上の手続等による身体の拘束を解かれた後 6 ヶ月を超えない範囲（更生
















                                                          
37 法務総合研究所・前掲注 9(http://www.moj.go.jp/content/001220451.pdf、2017 年 5 月 18 日閲覧)。 
38 仮釈放率とは、仮釈放者/(満期釈放者＋仮釈放者)×100 の計算式で得た百分比をいう。 
39 平成 27 年における高齢者の仮釈放者の人員は 1,154 人であった。法務総合研究所・前掲注 2、186 頁。 
40 保護観察対象者に対し、緊急の保護として「応急の救護」が行われることがあるが、概念上更生緊急保護と区別されてい
る。ただし、保護措置の内容は基本的には同様である。川出敏裕・金光旭著・前掲注 30、264-265 頁。 
41 齋藤昌宏「更生保護の目的・対象・期間」藤本哲也ほか編・前掲注 34、108-109 頁。 
42 ただし、その者の改善更生を保護するため特に必要があると認められるときは、さらに 6 ヶ月を超えない範囲内において、
これを行うことができる（更生保護法 85 条 4 項）。 
43 太田達也・前掲注 36、20-21 頁。 
44 山田憲児「刑務所出所者等の社会復帰支援について」早稲田大学社会安全政策研究所紀要 5 巻（2012 年）129 頁。 





























                                                          
46 法務総合研究所・前掲注 2、248 頁。 
47 平成 19 年版犯罪白書の第 7 編第 3 章の研究では、有罪の確定裁判を 2 回以上受けた者を「再犯者」、有罪の確定裁判を 1
回だけ受けた者を「初犯者」とし、「犯歴」を有罪の確定裁判に関する記録のこととし、昭和 23 年から平成 18 年 9 月 30
日までの間で、初犯者・再犯者の区別をしない犯歴 100 万人（犯歴の件数は、168 万 495 件）及び再犯者に限定した犯歴 5
0 万人（犯歴の件数は、167 万 8,238 件）を無作為に抽出し、これらを対象として、再犯の全体像や経年による再犯の傾向
の変化等を調査した。この調査結果によると、総犯歴別の「人員構成比」は初犯者が 71.1％であり、再犯者が 28.9％であっ
た。しかしながら、「件数構成比」は初犯者による犯歴件数が 42.3％であり、再犯者による犯歴件数が 57.7％であった。こ
れらのことから、平成 19 年版犯罪白書は、約 3 割の再犯者によって約 6 割の犯罪が行われているとの指摘をしている。法
務省「平成 19 年版犯罪白書」(http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/54/nfm/n_54_2_7_3_2_0.html、2017 年 5 月 16 日閲覧)。 
48 法務総合研究所・前掲注 2、248 頁。 
49 首相官邸・犯罪対策閣僚会議「犯罪に強い社会の実現のための行動計画 2008 年」(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/han
zai/081222keikaku2008.pdf、2017 年 5 月 16 日閲覧)。 
50 矯正施設とは、刑事施設又は少年院をいう。平成 21 年 4 月 17 日保観 244 号法務省矯正局長＝保護局長通達「高齢又は
障害により特に自立が困難な矯正施設収容中の者の社会復帰に向けた保護、生活環境の調整等について」。 
51 大日向秀文・前掲注 7、37-38 頁。 
52 同上 41 頁。 










保護観察所の長は、特別調整候補者に関する調査を行い・・」と同じ手順で進められる。平成 21 年 4 月 17 日保観 244 号法














 平成 23 年から 27 年における特別調整が実施された人員は、平成 23 年が 509 人、平成 24 年が 625 人、平
成 25 年が 637 人、平成 26 年が 690 人、平成 27 年が 730 人であった56。特別調整が終結した人員のうち、高
齢者が占める割合は、平成 23 年が約 42.0％（214 人）、平成 24 年が約 48.8％（305 人）、平成 25 年が約 46.9％
（299 人）、平成 26 年が約 50.1％（346 人）、平成 27 年が約 53.3％（389 人）であった57。このように、特別
調整を受ける高齢者は毎年増加している。 
このような特別調整対象者の再逮捕と再入所の動向に関する調査として、平成 27 年 3 月に、全国地域生活
定着支援センター協議会から『平成 26 年度「都道府県地域生活定着支援センターの支援に関わる矯正施設再
入所追跡調査」報告書』が公表された。この調査は、平成 21 年から 25 年度末までの約 5 年間におけるセンタ
ーが支援した者のうち、再逮捕された者、再入所した者の人数を集計し、その集計結果に対し分析を加えたも
のである。この調査の方法は、回答期間を平成 26 年 8 月 15 日から 9 月 30 日とし、全国 47 都道府県のセン
ター（北海道 2 センター）に質問票を配布し、質問票への回答を依頼したアンケート調査である。今回の調査
では、48 センター中 45 センターが回答した58。この調査結果によると、センターが支援した特別調整対象者




調整開始以前の平成 16 年から 20 年までと、特別調整の運用開始後の平成 21 年から 25 年までにおける高齢者
の出所受刑者 2 年以内再入率60は、平成 16 年から 20 年までが約 29.8％であったのに対し、平成 21 年から 25
年までが約 24.9％であった61。さらに、平成 17 年から 26 年における出所受刑者 2 年以内再入率の具体的な変
化についてみると、高齢者は、平成 17 年が 31.1％、平成 18 年が 31.9％、平成 19 年が 28.3％、平成 20 年が
29.7％、平成 21 年が 28.2％、平成 22 年が 25.5％、平成 23 年が 23.5％、平成 24 年が 22.8％、平成 25 年が
24.9％、平成 26 年が 20.4％であり、10 年間で大幅に低下している。これに対し、高齢者以外の出所受刑者の
2 年以内再入率は低下傾向であるものの、高齢者のような大幅な低下はしていない62。このように、特別調整
開始以前と比べ、特別調整開始後（平成 21 年以降）の高齢者の出所受刑者 2 年以内再入率は大幅な低下傾向
                                                          
55 同上、「第 4 特別調整対象者に対する生活環境の調整」。大日向秀文・前掲注 7、38-39 頁。 
56 前掲注 8 を参照されたい。特別調整により福祉施設等につながった人員は、平成 23 年が 274 人、24 年が 353 人、25 年
が 419人、26年が 477人、27年が 479人であった。法務総合研究所・前掲注 9 (http://www.moj.go.jp/content/001220453.pdf、
2017 年 5 月 18 日閲覧)。 
57 前掲注 8 を参照されたい。 
58 一般社団法人全国地域生活定着支援センター協議会、前掲注 10、1-5 頁。 
59 同上、5-8 及び 32 頁。 
60 2 年以内再入率とは、各年の出所受刑者の人員に占める、出所年を含む 2 年間に再入所した者の人員の比率をいう。 
61 法務省・前掲注 14(http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/63/nfm/n63_2_5_1_3_3.html、2017 年 5 月 1 日閲覧)。この調査結果を
編集し、2 年以内再入率を算出した。なお、平成 16 年から 20 年までの高齢者の出所受刑者総数は 9,511 人で、2 年以内の
再入者の総数は 2,831 人であり、平成 21 年から 25 年までは、それぞれ、13,192 人で、3,286 人であった。 
62 法務省・前掲注 14 (http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/63/nfm/n63_2_5_1_3_3.html、2017 年 5 月 15 日閲覧)。29 歳以下の出
所受刑者の 2 年以内再入率は、平成 17 年が 14.4％、26 年が 13.5％であった。30-64 歳の出所受刑者の 2 年以内再入率は、














再入者は、特別調整対象者では 28 人のうち 2 人（約 7.1％）であったのに対し、特別調整辞退者は 28 人のう














まず、①釈放前の指導が短期間となることについてみると、釈放前の指導（刑事収容施設法 85 条 1 項 2 号）
は、釈放前の適当な段階で、一般社会で社会生活を営む上で必要となる事柄についての集中的指導を行い、刑
事施設内と一般社会との生活との間の隔たりを少なくするため実施されている73。釈放前の指導の期間は、原
則 2 週間とされているが74、満期釈放が予定されている者にあっては、通達に基づき、3 日を下回らない程度
                                                          
63 大橋哲「刑事施設における受刑者の更生支援について」犯罪と非行 180 号(2015 年)31-32 頁。 





67 法務総合研究所・前掲注 9 (http://www.moj.go.jp/content/001220454.pdf、2017 年 5 月 18 日閲覧)。 
68 刑事施設は高齢受刑者の社会復帰に向けた支援として、特別調整以外に、適当な引受人がいる者であっても、福祉的な支





69 平成 21 年 4 月 17 日保観 244 号法務省矯正局長＝保護局長通達・前掲注 50、「第 2 特別調整の対象」。 
70 太田達也「社会内処遇と更生保護事業の新たな課題－特別調整と地域生活定着支援センターの展望と課題－」東京更生保
護施設連盟創立 60 周年記念誌(2012 年)11-12 頁。 
71 前掲注 10 を参照されたい。 
72 大日向秀文・前掲注 7、41 頁。 
73 林眞琴ほか『逐条解説刑事収容施設法改訂版』(有斐閣、2014 年)409 頁。 






②保護観察官による指導監督（更生保護法 57 条）・補導援護（更生保護法 58 条）が受けられないことは、


























                                                          
75 平成 18 年 5 月 23 日法務省矯成第 3313 号矯正局長依命通達「刑執行開始時及び釈放前の指導等に関する訓令の運用につ
いて」3(2)イ。林眞琴ほか・前掲注 81、410-411 頁。 
76 浜井浩一「高齢者・障がい者の犯罪をめぐる議論の変遷と課題－厳罰から再犯防止、そして立ち直りへ」法律のひろば
67 巻 12 号(2014 年)9 頁。 
77 法務総合研究所・前掲注 9 (http://www.moj.go.jp/content/001220452.pdf、2017 年 5 月 18 日閲覧)。 
78 田島良昭「罪に問われた障害者・高齢者支援法の立法についての取組」法律のひろば 67 巻 12 号(2014 年)48 頁。岸規子・
前掲注 10、46-47 頁。 
79 関口清美「福祉的な支援を必要とする刑事施設出所者の社会復帰支援 地域生活定着支援センターの活動を通して」法律
のひろば 65 巻 8 号(2012 年)29-30 頁。 
80 岸規子・前掲注 10、46-47 頁。 
81 関口清美・前掲注 79、29-30 頁。 
82 もっとも、現在、特別調整対象者は一時的な受け皿として指定更生保護施設に入所することができるため、保護観察官等
が特別調整対象者の援助的・福祉的面での支援に関与することができる。寺田大介「特別調整と関係機関との連携について」
更生保護 62 巻 9 号(2011 年)47 頁。しかしながら、満期釈放である場合、保護観察官は特別調整対象者に対し、保護観察に
伴う、遵守事項に裏付けられた法的拘束力がある指導ができないとともに、特別調整対象者は指定更生保護施設に入所し保
護観察官等からの指導を受ける義務がないため、指導の実効性の確保の点では、刑事司法機関の関与が乏しいと考えられる。 
83 詳細については、前掲注 10 を参照されたい。 
84 平成 21 年 4 月 17 日保観 244 号法務省矯正局長＝保護局長通達・前掲注 50、「第 2 特別調整の対象」。 
85 同上、「第 3 特別調整対象者の選定」。 
86 太田達也・前掲注 10、58-59 頁。 








ここで、特別調整対象者とされた者の入所回数について、平成 23年 4月から 12月に広島保護観察所が実施
した特別調整でみると、特別調整対象者（総数 34人）の入所回数別構成比は、1回が 9％、2～4回が 29％、5
































                                                          
88 関根徹、前掲注 10、180-181頁。 
89 寺戸亮二「高齢犯罪者の社会復帰」犯罪と非行 173号(2012年)102-103頁。 
90 吉開多一「検察官の訴追判断に関する一考察－「入口支援」の試行を踏まえて－」国士舘法学 48号(2015年)78頁。 
91 同上、102頁。目黒由幸・千田早苗「仙台地検における入口支援－地域社会と協働する司法と福祉」法律のひろば 67巻
12号(2014年)13-14頁。 
92 浜井浩一・前掲注 76、9頁。 










































                                                          
94 実務家、研究者から、高齢者が仮釈放になりづらい要因として、引受人や居住先などの釈放後の生活環境を準備できない
ことが指摘されている。富山聡「高齢受刑者の処遇」刑法雑誌 53 巻 3 号(2014 年)421-422 頁。その他の詳細については、
前掲注 36 を参照されたい。 
95「ケース会議」「ケア会議」などと呼ばれることもあるという。植木芳光「多機関連携とケース会議－特別調整の事例を通
じて－」更生保護 63 巻 1 号(2012 年)40-41 頁。 
96 同上、40-41 頁。 
97 関根徹・前掲注 10、167-169 頁。伊豆丸剛史「長崎県地域生活定着支援センター“実践”から見えてきたもの」生活と福
祉 675 号(2012 年)9 頁。 



























による仮釈放の申出がされると（更生保護法 34 条 1 項）、地方更生保護委員会は仮釈放等審理を開始し（更生
保護法 16 条、39 条）、仮釈放等審理の開始後おおむね 3 ヶ月以内に仮釈放を許す旨の決定がなされる102。こ
のように、特別調整から仮釈放を許す旨の決定がなされるまで、多岐にわたる手続を経ており、高齢者の特別
調整対象者を仮釈放で釈放するためには、ある程度の期間（刑期）が必要である。 
こうした状況の下で、平成 27 年における高齢者の入所受刑者刑期をみると、刑期が 6 月以下の者が 136 人
（5.9％）、6 月以上 1 年以下の者が 554 人（約 24.1％）、1 年以上 2 年以下の者が 787 人（約 34.2％）、2 年以
上 3 年以下の者が 463 人（約 20.1％）、3 年以上 5 年以下の者が 273 人（11.9％）、5 年以上 7 年以下の者が 47






                                                                                                                                                                                     
支援～矯正と施設の連携～」刑政 122 巻 6 号(2011 年)30 頁。 
99 生島浩・前掲注 93、31 頁。 
100 地域生活定着支援センター協議会、前掲注 10、74-78 頁。古川隆司「地域生活定着支援事業における専門職間連携－要
保護性を中心に－」犯罪と非行 165 号(2010 年)149-150 頁。 
101 平成 21 年 4 月 17 日保観 244 号法務省矯正局長＝保護局長通達・前掲注 50。 
102 平成 20 年 5 月 9 日保観 325 号法務省矯正局長＝保護局長依命通達・前掲注 35。 
103 政府統計の総合窓口(e-Stat)「矯正統計(2015 年)新受刑者の刑名・刑期別年齢」(http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.
do?lid=000001155287、2016 年 12 月 20 日閲覧)この調査結果を編集し、高齢者の入所受刑者(新受刑者のうち懲役受刑者 2
,302 人)の刑期別の比率を算出し、括弧内に記載した。 
















実際の保護観察期間についてみると、平成 27 年における保護観察開始人員の保護観察期間は、2 ヶ月以内の
者が約 17.9％、3 ヶ月以内の者が約 18.3％、6 ヶ月以内の者が 38.6％、1 年以内が約 19.2％であった109。言い


















                                                          
105 矯正処遇等とは、矯正処遇（刑務作業、改善指導、教科指導）、刑執行開始時の指導、釈放前指導等をいう（刑事収容施
設法 84 条、85 条、86 条）。 
106 林眞琴ほか・前掲注 73、394-400 頁。 
107 平成 18 年 5 月 23 日法務省矯正第 3309 号矯正局長通達「受刑者の処遇調査に関する訓令の運用について」。 
108 太田達也・前掲注 70、11-12 頁。 
109 法務総合研究所・前掲注 2、70 頁。 
110 川出敏裕・金光旭著・前掲注 30、233、246 頁。 
111 太田達也「仮釈放と保護観察期間～残刑期間主義の見直しと考試期間主義の再検討」研修 705 号(2007 年)11-12 頁。 
112 金光旭・前掲注 31、228-229 頁。 
113 判例は、執行猶予は、刑の執行の仕方であって、刑そのものの内容ではないとしている。最判昭 23 年 6 月 22 日刑集 2
巻 7 号 694 頁。森下忠『刑事政策論大網[新版第二版]』(成文堂、1996 年)170 頁。 
114 金光旭・前掲注 31、228-229 頁。森下忠、同上。 
115 森下忠・同上、296-298 頁。太田達也・前掲注 111、11-12 頁。 
116 同上。 
117 太田達也・同上、3 頁以下。 
118 川出敏裕・金光旭著・前掲注 30、233、246 頁。金光旭・前掲注 31、228-229 頁。吉中信人「高齢社会に求められる刑
事政策」ジュリスト 1389 号(2009 年)62-63 頁。 
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保護観察官等と福祉機関等が十分に連携したうえで、保護観察終了後に福祉機関等に引き継ぐのであれば、長
い保護観察期間のものと近似した効果が得られるものと考えられる。それゆえ、保護観察にあっては、期間の
みに着目するのではなく、保護観察の処遇内容を充実させ、それにより得られた効果を受入施設等に引き継ぐ
ことが重要であろう。このように、保護観察においては、福祉的支援をより含んだ処遇内容にすることで、残
刑期間主義の下でも、高齢者の社会復帰支援の期間として機能することが見込まれる。 
 
６ 総括 
本稿は、高齢者による犯罪と高齢受刑者の動向、刑事施設から釈放された高齢者の社会内処遇の状況、特別
調整の動向、特別調整が高齢者の再入所を防止している状況を確認し、特別調整の運用過程における制度的制
約から生じた問題を踏まえたうえで、高齢者の特別調整対象者に対する仮釈放の活用について考察した。 
この考察では、特別調整対象者には、社会内での改善更生の可能性が高い者がいることと、仮釈放は高齢者
の特別調整対象者が満期釈放となることで生じる問題を改善する可能性があることを合わせて考え、仮釈放に
おいても特別調整を活用する必要性を提唱した。その上で、高齢者の特別調整対象者に仮釈放が活用されるこ
とによる高齢受刑者の仮釈放の促進、保護観察官等のコーディネート業務への関与が従来よりも手厚い支援体
制を実現することを明らかにした。それと同時に、特別調整が抱えている問題への改善に関する一定の道筋を
示した。 
 こうした特別調整を活用することによる仮釈放の有効性を踏まえ、高齢受刑者に対し、このような仮釈放が
拡大的に適用されることが期待される。それとともに、保護観察期間における処遇内容をより充実させるため、
保護観察に関連する人的・物的・社会的資源が確保されることが望まれる。 
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